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「ＳＵＢＬＩＮＥ（サブライン）」 
利用約款 

 

第１章 総則 

 

第１条 （目的） 

１．この約款は株式会社インターパーク（以下「当社」という。）が提供する「ＳＵＢＬＩ

ＮＥ（サブライン）」（以下「本サービス」という。）の利用を目的とする約款（以下「利

用約款」という。）の内容等について定めます。 

２．この利用約款は契約者となった者が本利用約款の内容に同意した時、または契約者とな

ろうとする者が本サービスを利用した時のいずれか早い時点で効力を発するものとし

ます。 

 

第２条 （利用約款の変更） 

１．当社は次の各号に掲げる場合、本利用約款を変更することができます。 

（１）当該変更が、契約者の一般の利益に適合する場合 

（２）当該変更が、本サービスの目的に反せず、かつ変更の必要性、変更後の内容の相

当性、その他変更に係る事情に照らして合理的なものである場合 

２．当社は、前項に基づき利用約款を変更する場合、変更後の利用約款の効力発生日の３０

日前までに、変更内容および効力発生日を当社ウェブサイトに掲載します。なお、契約

者の権利義務に重大な影響を与える変更については、登録メールアドレス宛に通知し

ます。 

３．前項の効力発生日以降に契約者が本サービスを継続して利用した場合、変更後の利用約

款に同意したものとみなします。ただし、変更後の利用約款に同意しない契約者は効力

発生日の前日までに第２３条（契約者による解約）に従い解約することができます。 

４．この利用約款のうち、その一部が無効と判断された場合でも、他の部分の有効性には影

響を及ぼさないものとします。 

 

第３条 （用語の定義） 

この利用約款における各用語の定義は以下のとおりとします。 

① 「契約者」とはこの利用約款に同意のうえ、当社の定める手続きにより本サー
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ビスへの登録を申し込み、当社が承諾した者をいいます。なお、法人名を登録

した際、原則としてこの利用約款に基づく一切の権利義務および法的地位は

その法人に帰属するものとします。 

② 「対象設備」とは当社のネットワークおよび本サーバーその他の設備の総称を

いいます。 

③ 「個人情報」とは氏名、住所、電話番号、メールアドレス等、特定の個人に関

する情報で、その中に当該個人を特定しうる情報を含むものをいいます。また、

当該個人を特定しうる情報には、単独では当該個人を特定できなくても、将来

収集する情報または既に収集した情報を組み合わせることにより当該個人を

特定できる情報、および通信履歴を含みます。なお、機密情報であるかどうか

を問いません。 

④ 「登録情報」とは契約者が本サービスを申込むに際して、当社に提供する情報

をいいます。この情報には契約者の登録した個人情報も含みます。 

⑤ 「保管情報」とは契約者が本サービスに保管する一切の情報をいいます。この

情報には契約者が法人等の団体である場合に、その従業員、顧客等の個人情報

も含みます。 

⑥ 「本情報」とは、④および⑤の総称をいいます。 

⑦ 「機密情報」とは利用契約において知り得た当社および契約者の販売上、技術

上その他の業務上の情報をいいます。 

⑧ 「料金」とは本サービスの対価として当社が定め、ウェブサイト等に掲げる利

用料およびこれらにかかる消費税をいいます。 

⑨ 「従業員等」とは自己または関連会社の役員および従業員（正社員、契約社員、

派遣社員等を含む）をいいます。 

⑩ 「委託先」とは当社が適切な秘密保持義務等を課した上で認めた、本サービス

を運営するにあたり必要な業務に従事する第三者、および当社をいいます。 

⑪ 「関連事業者」とは本サービスに関連する電気通信事業者その他の事業者をい

います。 

⑫ 「高負荷」とは契約者または第三者によるアクセスや利用の過多その他の理由

により生じた本サービスの運営に支障をきたすと当社が判断する負荷をいい

ます。 

⑬ 「パブリックソフトウェア」とはフリーソフトウェア、オープンソースソフト

ウェア、およびそれらに類するライセンスや配付方法（ＧＬＰ、ＬＧＬＰまた

は無償文書ライセンス、Ｐｅｒｌなど創作上の特権、Ｍｏｚｉｌｌａパブリッ

クライセンス、Ｎｅｔｓｃａｐｅのパブリックライセンス、ＳＵＮコミュニテ

ィソースライセンス、ＳＩＳＬ、ＢＳＤライセンス、Ａｐａｃｈｅライセンス

など）をいいます。 
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⑭ 「ＳＵＢＬＩＮＥ番号」とは本サービスで契約者が取得、利用する事が出来る、

通話に用いる番号をいいます。 

⑮ 「ポイント」とは本サービスの利用にあたり必要な点数の単位のことをいいま

す。本サービスはポイントを購入していただき利用するサービスです。ポイン

トはクレジットカードで購入していただけます。 

⑯ 「ユーザー」とは契約者がＳＵＢＬＩＮＥ管理画面上で設定するＳＵＢＬＩＮ

Ｅ番号利用者のことをいいます。 

 

 

第２章 利用契約 

 

第４条 （契約の単位） 

当社は１契約者ごとに契約を締結するものとし、プランに応じて月額利用料として基本

料、番号取得料、番号利用料が発生するものとします。 

※各プランの詳細等についてはＳＵＢＬＩＮＥウェブサイトに定める「サブライン管理機

能一覧・料金表」を参照してください。 

 

第５条（サービスへの登録） 

１．本サービスの申し込みは、所定のＷＥＢページに設置した申し込みフォームからのみ受

付するものとします。 

２．本サービスの利用は上記受付後登録したメールアドレス宛に送られてきたＵＲＬをク

リックし、ＳＵＢＬＩＮＥ管理画面にログインしてから追加で必要な情報を入力しま

す。そして、モバイル端末（スマートフォン）の形式に合わせたアプリケーションを端

末にダウンロードしてインストールします。さらに、そのアプリケーションにログイン

することで本サービスが利用開始できるようになります。 

３．以下の場合には本サービスの申し込みを承諾しないことがあります。 

（１）申込者が１８歳未満の未成年者である場合（親権者その他法定代理人の同意があ

る場合を含みます。） 

（２）契約者の住所が日本国内でない場合 

（３）契約者となろうとする者が第１３条 （本サービスの利用制限）に抵触する場合

及びこの利用約款に過去に反したことがあり、または反することが予想される

場合 

（４）公的機関が本サービスを用いた犯罪行為等を防止する目的で、当社に対し、当該
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申込みを承諾しないよう要請し、かつ当社がその要請が正当であると判断した

場合 

（５）その他、本サービスの提供に支障が生じる、もしくはそのおそれがあると判断し

た場合 

（６）契約者となろうとする者またはその関係者が、過去に本利用約款違反、料金未払

い、またはポイント不足等により利用契約を解除された事実がある場合 

（７）申し込み時に申告されたクレジットカード等の決済情報が、過去に強制解約とな

った契約者または利用停止措置を受けた契約者が使用していた決済情報と同一

または関連性があると当社が認めた場合 

４．契約者はＳＵＢＬＩＮＥ管理画面からＳＵＢＬＩＮＥ番号の発行または追加を行い、本

サービスの利用を開始する仕様となります。また本サービスを終了する場合も同様に

ＳＵＢＬＩＮＥ管理画面からサービスの停止を行うことができます。 

５．本サービスは、18 歳以上の成人であることを利用の条件とします。申込者は、本サー

ビスの申し込み時点で自身が 18 歳以上の成人であることを表明し、保証するものとし

ます。当社は、契約者が未成年者であると判明した場合、または契約者以外の未成年者

に本サービスを利用させていることが判明した場合、事前の通知なく直ちに本サービ

スの提供を停止し、利用契約を解除することができるものとします。なお、申込時に年

齢を偽って契約した場合、契約者は未成年者取消権を行使することはできず、既払金の

返還も行われません。 

 

第６条 （契約上の地位の譲渡等） 

１．契約者は、当社の書面による事前の承諾なく、本利用契約に基づく契約者の地位、取得

した SUBLINE 番号、その他本サービスに関して有する権利義務を、第三者に譲渡、

承継、貸与、利用させ、または名義変更（以下「譲渡等」といいます。）することはで

きないものとします。ただし、法人の合併その他の組織再編による承継については、第

４０条（契約者の地位の承継）の定めに従うものとします。 

２．契約者が前項の譲渡等を希望する場合、当社所定の方法により事前に申請を行うものと

します。当社は、当該譲渡等の対象となる第三者（譲受人）に対し、携帯音声通信事業

者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止に関する法

律（以下「携帯電話不正利用防止法」といいます。）に基づき、第７条（本人確認およ

び法人確認）に定める本人確認等を実施します。当社は、当該確認が完了し、かつ当社

が適当と認めた場合に限り、例外的にこれを承諾するものとします。 

３．前項にかかわらず、契約者は、携帯電話不正利用防止法およびその施行規則が定める範

囲内（契約者の親族、生計を同じくする者等）において、当社の承諾なく対象端末等を

貸与することができるものとします。ただし、この場合であっても、契約者は当該第三

者に対し、本利用約款を遵守させる義務を負い、その利用に関する一切の責任を負うも
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のとします。 

４．契約者が第 2 項の承諾を得ずに譲渡等を行った場合、またはそのおそれがあると当社

が判断した場合、当社は事前の通知なく本サービスの提供を停止し、または利用契約を

解除することができるものとします。この場合、契約者に損害が生じても、当社は一切

の責任を負いません。 

５．本サービスの契約締結時において、契約者が当初から第三者への有償譲渡または不正な

利用を目的としていたことが判明した場合、当社は直ちに契約を解除するとともに、詐

欺罪その他関係法令に基づく刑事告訴等の法的措置をとることがあります。 

 

第７条 （本人確認および法人確認） 

１．契約者は、本サービスの利用にあたり、当社が定める方法により、本人確認（法人の場

合は法人確認を含み、以下「本人確認等」といいます。）を実施するものとし、必要な

情報および書類を提出しなければなりません。 

２．本サービスにおける法人確認の要否は、利用人数、利用形態、利用目的その他の利用実

態によって判断されるものではなく、本サービスの契約名義人（契約主体）が法人であ

るか、個人であるかによって判断されます。以下の各号のいずれかに該当する場合、当

社はこれを法人契約とみなし、契約者に対し法人確認書類の提出を求めるものとしま

す。 

（１）法人名義により本サービスの申込みが行われる場合 

（２）利用料金の支払名義または請求先が法人となる場合 

（３）本サービスの回線または番号を法人の資産または業務用回線として管理する場

合 

（４）その他、当社が契約主体を法人と判断した場合 

３．前項にかかわらず、個人名義で申込みが行われ、当該個人の責任において利用される場

合には、当該回線が業務用途で利用される場合であっても、原則として個人の本人確認

の対象となり、法人確認は行われません。ただし、当社が実態として法人契約であると

判断した場合はこの限りではありません。 

４．本人確認等は、携帯電話不正利用防止法および犯罪収益移転防止法その他の関連法令に

基づき実施されるものであり、契約者はこれに協力する義務を負います。 

５．当社は、契約者が本人確認等に応じない場合、または提出された情報および書類が虚偽、

不正確、不十分であると当社が判断した場合、本サービスの提供を拒否または停止する

ことができます。 

６．本人確認等の結果、当社が契約者による本サービスの利用を不適切と判断した場合、当
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社は当該申込を承諾しないことがあります。 

７．契約者は、本サービスの利用開始後においても、当社が追加の本人確認等を求めた場合、

速やかに対応するものとします。 

 

第８条 （ＳＵＢＬＩＮＥ番号の取得） 

ＳＵＢＬＩＮＥ番号の取得およびＳＵＢＬＩＮＥ番号とユーザーの紐づけ等は当社が提

供するＳＵＢＬＩＮＥ管理画面にて契約者自らが行うものとします。またＳＵＢＬＩＮＥ

番号の取得数はプランに応じて契約者が任意で決められるものとします。 

※各プランの詳細等についてはＳＵＢＬＩＮＥウェブサイトに定める「コースと料金に関

して」を参照してください。 

 

第９条 （０ＡＢＪ番号の利用に関する特則） 

１．当社は、ＳＵＢＬＩＮＥ番号として、０５０番号のほかに、特定の地域（市外局番）に

紐づく固定電話番号（以下「０ＡＢＪ番号」といいます。）を提供することがあります。

契約者が０ＡＢＪ番号の取得および利用を希望する場合、本条の特則が適用されるも

のとします。 

２．０ＡＢＪ番号は、電気通信事業法等の関連法令に基づき、当該番号に割り当てられた市

外局番の提供エリア内（以下「対象エリア」といいます。）に契約者の活動拠点（個人

の場合は生活の本拠となる住所、法人の場合は本店、支店、営業所等の実体のある活動

拠点）が存在する場合に限り、取得および利用ができるものとします。 

３．当社は、０ＡＢＪ番号の発行にあたり、第７条（本人確認および法人確認）に定める本

人確認等に加え、契約者の活動拠点が対象エリア内に存在することを証明する書類（公

共料金の請求書、登記簿謄本等）の提出を求めることができます。契約者はこれに協力

する義務を負い、当社が対象エリア内における実体の存在を確認できない場合、当社は

０ＡＢＪ番号の発行を拒否することができます。 

４．契約者は、０ＡＢＪ番号の利用期間中に、対象エリア外へ住所または活動拠点を移転（引

越し等）する場合、速やかに当社へ届け出るとともに、当該０ＡＢＪ番号の利用を終了

（番号の返却）しなければなりません。対象エリア外に拠点を移した状態での０ＡＢＪ

番号の継続利用は、関連法令により固く禁じられています。 

５．当社は、契約者が対象エリア外に拠点を移転したにもかかわらず０ＡＢＪ番号を継続利

用していることが判明した場合、または利用場所を偽って０ＡＢＪ番号を取得したこ

とが判明した場合、事前の通知なく直ちに当該０ＡＢＪ番号の利用を停止し、または第

２５条（当社による解約）に基づき利用契約を解約することができるものとします。 

６．本サービスで提供する０ＡＢＪ番号は、一般的な加入電話等とは異なり、１１０番（警

察）、１１９番（消防）、１１８番（海上保安庁）等の緊急通報、および一部のナビダイ
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ヤル・フリーダイヤル等への発信を行うことはできません。契約者は、本サービスにお

ける０ＡＢＪ番号の利用にあたり、第１３条（本サービスの利用制限）第４号②の規定

に従い、他の通信手段（携帯電話や固定電話等）を確保するものとします。 

７．０ＡＢＪ番号の最低利用期間は、当該番号の利用開始日から６ヶ月間とします。契約者

が当該最低利用期間中に、自己の都合により当該０ＡＢＪ番号に係る利用契約を解約

した場合、契約者は、当該０ＡＢＪ番号に係る１ヶ月分の月額固定利用料（基本料およ

び番号利用料等）相当額を違約金として直ちに支払うものとします。 

８．契約者は、当社所定の手続きを行い、かつ当社が定める手数料を支払うことにより、０

ＡＢＪ番号の番号ポータビリティ（他社からの転入、および他社への転出）を利用でき

る場合があります。ただし、現在の通信事業者または移行先の通信事業者の仕様、対象

となる０ＡＢＪ番号の発番元回線の種別等の条件により、番号ポータビリティが利用

できない場合があります。当社は、番号ポータビリティの確実な実施について一切の保

証を行わず、利用できなかったことにより契約者に生じた損害について責任を負わな

いものとします。 

９．当社は、当社の都合または電気通信事業者等の都合により、本サービスにおける０ＡＢ

Ｊ番号の提供自体を将来にわたって廃止する場合があります。この場合、当社は第３９

条（本サービスの変更及び廃止）の規定にかかわらず、効力発生日の少なくとも１ヶ月

前までに、当社ウェブサイトへの掲載および契約者への通知を行うものとします。 

１０．０ＡＢＪ番号の変更、削除および利用契約の解約等にあたっては、本条の規定に優先・

矛盾しない範囲において、第１０条（ＳＵＢＬＩＮＥ番号の変更）における削除済み番

号の再利用不可に関する規定、および第２４条（解約時のＳＵＢＬＩＮＥ番号公開情報

の削除義務）の規定が等しく適用されるものとします。 

 

第１０条 （ＳＵＢＬＩＮＥ番号の変更） 

契約者はＳＵＢＬＩＮＥ番号取得より３０日以降にＳＵＢＬＩＮＥ番号を変更すること

ができます。ただし、ＳＵＢＬＩＮＥ番号を変更しようとするときはＳＵＢＬＩＮＥ管理画

面にて当該ＳＵＢＬＩＮＥ番号を削除し、新たにＳＵＢＬＩＮＥ番号を取得する方法を契

約者自らが行うものとします。また、一度管理画面で削除したＳＵＢＬＩＮＥ番号は再利用

することができません。 

 

第１１条 （本サービスの利用） 

１．本サービスを利用するにあたり番号取得料、月額利用料・通話料、およびその他オプシ

ョン利用料金などがあります。契約者はこれらの料金を原則としてクレジットカード

で支払うものとします。尚、番号取得料は購入時に、月額利用料は毎月１日にクレジッ

トカードで支払うものとし、通話料、およびその他オプション利用料金はクレジットカ

ードでポイントを購入する方法により支払うものとします。ポイントがなくなった時
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点で本サービスは利用できなくなります。また月額利用料をクレジットカードで支払

いできない場合も本サービスは利用できなくなります。この場合、契約者が既に購入し

ているポイントから月額利用料相当額を徴収するものとします。 

※利用料等の支払いに関する詳細は、ＳＵＢＬＩＮＥウェブサイトに定める「お支払

い・ご利用に関して」を参照してください。 

２．契約者は本サービスに関する契約者の権利が限定的、非排他的、再許諾不可、取消可能

であり、当社の知的財産権の範囲内で本サービスを利用することに同意するものとし

ます。なお、明確に記載がない限り、新たなサービス向上のための新機能もまた本サー

ビスに含まれるものとし、契約者はこの利用約款にしたがわなければなりません。 

３．契約者は本サービスの利用に際し当社が提供するＳＵＢＬＩＮＥ番号が本サービスの

登録期間中もしくは当社が本サービスの提供を止めるまで有効であること、および当

該ＳＵＢＬＩＮＥ番号に関連するすべての権利が当社に帰属することを了承するもの

とします。 

４．本サービスの仕様・料金等についてはＳＵＢＬＩＮＥウェブサイトに定めるものとしま

す。 

 

第１２条（カスタマーハラスメントに対する措置） 

１．契約者（その従業員やユーザー等の関係者を含みます。）が、当社または当社の従業員

等に対し、以下の各号に該当する行為（カスタマーハラスメント）を行った場合、当社

は事前の通知なく、当該契約者に対するサポート対応の停止、または本サービスの利用

停止もしくは利用契約の解除を行うことができるものとします。 

① 暴言、威迫、脅迫、侮辱、名誉毀損その他の不適切な言動 

② 合理的範囲を超える要求または過度な対応の強要（不当な金銭補償の要求や

謝罪の強要等を含みます。） 

③ 同一または類似の問い合わせの過度な繰り返し、およびそれによる長時間の

拘束 

④ 当社の業務の運営を妨げる行為 

⑤ その他、当社が社会通念上不相当と判断する行為 

２．前項のいずれかに該当すると当社が判断した場合、当社は当該契約者からの問い合わせ

への対応を制限もしくは拒否し、または書面やメール等、当社が指定する特定の連絡手

段のみに限定することができるものとします。 

３．本条に基づく当社の措置により契約者に損害が生じた場合であっても、当社は一切の責

任を負わないものとします。 
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第１３条 （本サービスの利用制限） 

契約者は本サービスを利用するに際し、以下の各行為をしてはなりません。なお、当社は

これらの行為を調査する権利を有しますが義務を負うものではありません。 

（１）権利侵害に関する禁止事項 

① 当社または第三者の著作権や商標権その他の知的財産権または財産的利益を

侵害するおそれのある行為をし、または侵害すること 

② プライバシー権や肖像権その他の人格的権利を侵害するおそれのある行為を

し、または侵害すること 

③ 他者を不当に差別もしくは誹謗中傷し、他者への不当な差別を助長し、または

その名誉もしくは信用を毀損する、またはそのおそれのある行為をすること 

④ 他者になりすまして本サービスを利用すること 

（２）送信内容に関する禁止事項 

① わいせつ、児童ポルノもしくは児童虐待に相当する音声等を送信する行為、ま

たはこれらを収録した媒体を販売する行為、またはその送信、販売を想起させ

る広告を送信すること  

② 詐欺、規制薬物の濫用、児童売買春、預貯金口座および携帯電話の違法な売買

等の犯罪に結びつく、または結びつくおそれの高い内容の送信をすること 

③ 暴行その他の残虐な情報を送信すること 

④ 人の自傷他害行為を誘引または勧誘すること 

（３）違法な行為等に関する禁止事項 

① 無限連鎖講を開設し、またはこれを勧誘すること 

② 違法行為（けん銃等の譲渡、爆発物の不正な製造、児童ポルノの提供、公文書

偽造、殺人、脅迫等）を直接的かつ明示的に請け負い、仲介しまたは誘引する

こと 

③ 違法な賭博もしくはギャンブルを行わせ、またはその参加を勧誘すること 

④ 前各号の他法律、条例、その他の諸法令、諸規則、または公序良俗に反するこ

と 

（４）技術的な理由による禁止事項 

① 本サービスに対して改変、変更、改修、リバースエンジニアリング、分解、デ

コンパイル等をすること、または本サービスから得られるソースコードやソ

フトウェア等を当社の書面による承諾なしに無断で使用すること 

② 本サービスを利用して緊急通報用電話番号や類似の緊急サービスにアクセス

すること 

③ アプリケーション等から本サービスを介して音声通話を発信する際に契約者

が本サービスにおいて取得したＳＵＢＬＩＮＥ番号を発信者番号として指定

しないこと。 
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④ 法律または行政等が規制する公衆電話網の利用方法に従わないこと 

⑤ 対象設備や第三者のネットワーク、サーバー等に悪影響を与える一切のプロ

グラムを使用すること 

⑥ 対象設備に不正にアクセスし、または蓄積された情報を不正に書き換え、もし

くは消去すること 

⑦ ウイルス等の有害なプログラム等を送信すること 

⑧ 対象設備に必要以上の負荷をかけること。また、上記に起因し、契約者は 1 番

号につき 5 分間あたり 30 件を超える着信が見込まれる場合には、当社に対し

当該事象が見込まれる日の 5 営業日前までに当社の承認を得なければなりま

せん。なお、前段の承認を得ずに上記基準を超える着信（スパム着信等、契約

者の意図しない着信を含みます。）が発生した場合、当社は対象設備の保護を

目的として、直ちに当該番号の利用を一時的に停止することができるものと

します。当社は、利用停止の実施後、契約情報に登録されているメールアドレ

ス宛に当該措置に関する通知を行います。契約者は、当社からの通知に対し、

原因や再発防止策等、当社が合理的と認める具体的な回答を行う義務を負う

ものとします。当該回答が得られない場合、または当社が回答内容を不十分と

判断した場合には、当社は当該番号の利用停止措置を解除しないものとしま

す。 

（５）その他の禁止事項 

① いたずらまたはスパム等、本サービスを利用して第三者に迷惑をかけた、また

はかけるおそれがあると当社が判断する行為をすること 

② 本サービスの円滑な提供に必要であると判断してなされた当社の指示に従わ

ないこと 

③ 銀行口座の開設・登録、本人確認（KYC）への利用、または他のサービス等の

会員登録や電話番号認証のみを目的として本サービスを利用すること、及び

これらに付随して短期間で解約を行うこと 

④ 衣類等の製品の品質表示タグ（洗濯表示ラベル）、製品本体への印字その他一

度掲載すると番号の削除、回収または訂正が著しく困難な媒体へ SUBLINE 番

号を掲載すること 

⑤ 上記に掲げるほか、当社が不適当と判断する行為をすること 

 

第１４条 （セキュリティ評価による利用制限） 

１．当社は本サービスの安全性および品質を維持するため、契約者の登録情報、通信履歴、

アクセス環境、過去に利用していたまたは関連性が疑われる他のアカウントの利用状

況、その他当社が収集した情報を総合的に分析・評価（以下「セキュリティ評価」とい
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います。）することがあります。 

２．当社はセキュリティ評価の結果、本サービスの不正利用もしくは不正利用の明白なおそ

れがあると判断した場合、または当社の定めるセキュリティ基準に抵触すると判断し

た場合、事前の通知を行うことなく、直ちに本サービスの全部または一部（ログイン、

ポイントの購入および通話機能を含みますがこれらに限られません。）の利用を制限ま

たは停止することができます。 

３．前項の措置を実施した場合、当社は登録メールアドレス宛に措置の概要（制限の内容・

期間の見込み）を通知します。ただし、以下に該当する場合は通知の詳細を制限するこ

とがあります。 

（１）捜査機関からの要請がある場合 

（２）通知により証拠隠滅または不正行為の継続が助長されるおそれがある場合 

４．セキュリティ評価の判断基準、評価要素および具体的な制限理由については、本サービ

スのセキュリティ対策および不正利用防止の観点から、当社は契約者に対して一切開

示しないものとします。 

５．契約者は第３項の措置に不服がある場合、通知受領後１４日以内に当社所定の問い合わ

せフォームにより異議を申し立てることができます。当社は異議申立を受領後、合理的

な期間内に審査を行い、その結果を契約者に通知します。 

６．第２項の措置が当社の誤判断によるものと判明した場合、当社は速やかに制限を解除し、

停止期間中の月額利用料相当額の返金またはポイント補填を行います。 

７．第５項の異議申立期間を経過した場合、または審査の結果、制限が適正と判断された場

合、当社は契約者が保有するポイントの返金、換金または損害賠償には一切応じません。

また、当該措置により契約者に生じた不利益（業務の停滞、機会損失等を含みます。）

についても、当社は一切の責任を負いません。 

 

第１５条 （取得番号の保持及び本サービス利用の一時中断） 

１．契約者は取得番号の保持及び本サービスの利用を一時中断したい場合、契約者自身がＳ

ＵＢＬＩＮＥ管理画面からサービス利用の一時中断を行うことができるものとします。

その際、契約者が取得したＳＵＢＬＩＮＥ番号は保持されますが、基本料、番号利用料

などプランに応じた月額利用料は通常通り発生します。 

２．取得番号の保持及び本サービス利用の一時中断の期間に制限はないものとします。 

 

第１６条 （登録情報の変更） 

契約者が本サービス利用開始時に登録した情報（所在地、担当者名等）の内容を変更する
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場合、契約者は所定のフォームより当社に申請し、当社は申請内容に基づき登録情報の変更

を行います。なお、申請された内容により当社は契約者に対し本人確認等を行う場合があり

ます。 

 

 

第３章 料金 

 

第１７条 （料金の支払い） 

１．契約者は料金を当社が定める方法により支払わなければなりません。なお、アプリケー

ション等がメンテナンス、障害、契約者による瑕疵その他のあらゆる理由により利用で

きなかった場合でも契約者は料金の支払い義務を免れません。 

２．契約者はポイントを当社が指定する相当の対価を支払うことにより、予め購入すること

ができます。これにより契約者は当社が指定する料金についてポイントと引き換える

ことにより支払うことができます。なお、購入されたポイントの取扱いおよび返金等に

ついては、第２０条（ポイントの購入及び返金）の定めに従うものとします。 

３．契約者は第２１条（本サービスの一時停止）第４項により本サービスが一時停止となっ

た場合、本サービスの再開を希望する場合、当社が別途定める方法で料金を支払わなけ

ればなりません。料金の支払いに付随する費用は契約者が負担するものとします。 

４．契約者は原則クレジットカード（VISA / MASTER CARD / JCB / American Express 

/ Dinners Club / Discover）でのみ支払いを行うものとします。 

５．本サービスの利用料金はＳＵＢＬＩＮＥウェブサイトに掲載する「コースと利用料金に

関して」に定めるものとします。 

６．本サービス利用料金は消費税及び地方消費税額分もポイントで課金するものとし、少数

第２位を繰り上げるものとします。 

 

第１８条 (遅延損害金) 

１．契約者が本サービスの利用料金等を不当に免れた場合はその免れた額のほかに免れた

額の２倍に相当する額を割増金として当社に支払わなければなりません。なお、免れた

金額が不明の場合は当社の裁量で当該金額を算定できるものとします。 

２．契約者は本サービスの利用料金等または割増金の支払いを遅延した場合は支払が済む

まで未払い額に対する年率１４．６％の割合で遅延損害金を加えて当社に支払うもの

とします。当社は契約者に割増金や遅延損害金が発生すると判断する場合、契約者にそ

の金額を請求できるものとします。 
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第１９条 （料金の改定） 

１．当社は本サービスの料金を改定することができます。料金の改定を行う場合、効力発生

日の少なくとも３０日前に当社ウェブサイトへの掲載および契約者の登録メールアド

レスへの電子メール送信により通知します。 

２．契約者が値上げを伴う料金改定に同意しない場合、効力発生日の前日までに第２３条

（契約者による解約）に従い解約することができます。解約した場合、効力発生日前日

までの料金は改定前の料金が適用されます。 

３．契約者は本サービスの料金変更の有無および内容を確認するため、当社ウェブサイトを

定期的に確認するものとします。 

 

第２０条 （ポイントの購入及び返金） 

１．契約者は本サービスの利用に必要なポイントを、当社所定のクレジットカード決済によ

り購入するものとします。ポイントの購入は契約者自らの意思および操作によるもの

とし、購入完了後は原則として返金、返品または交換はできません。 

２．前項の原則にかかわらず、次の各号に該当する場合に限り、当社は返金またはポイント

補填を行います。 

（１）当社のシステム障害その他当社に帰責すべき事由により、購入したポイントを正

常に利用できない状態が７日以上継続した場合 

（２）二重課金等、明白なシステムエラーが発生した場合 

（３）当社が利用契約を第２５条各号（当社による解約）（当社の帰責によるものを除

く）以外の理由により解除した場合において、未使用ポイントの返金が相当と当

社が判断した場合 

３．前項に基づく返金またはポイント補填は契約者のアカウントが有効に維持されている

場合に限り行います。ただし、前項第（３）号に該当する場合（当社が利用契約を解除

した場合）については、アカウントの有効性にかかわらず返金を行います。なお、契約

者が自ら解約した場合、アカウント削除後、または利用停止処分となっている場合は、

いかなる理由があっても返金またはポイント補填は行われません。 

４．当社が前項に基づき返金を行う必要があると判断した場合、契約者は当社が指定する口

座情報その他必要な情報を速やかに提供しなければなりません。契約者が情報の提供

を遅滞し、または連絡不能となったことにより返金ができない場合、当社は一切の責任

を負いません。 

５．当社は返金の必要が生じた日から６ヶ月を経過しても契約者から有効な返金先情報の
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提供がない場合、契約者が返金を受ける権利を放棄したものとみなし、当社は当該返金

義務を免れるものとします。 

６．返金に伴う振込手数料その他の費用の負担は以下のとおりとします。 

（１）当社の帰責事由（第２項第（１）号・第（２）号・第（３）号）による返金の場

合：当社負担 

（２）その他契約者都合による返金が生じた場合：契約者負担 

７．契約者の誤操作等、契約者の事情による購入ミスについては、返金を行いません。ポイ

ント購入前に、当社ウェブサイトまたはサポート窓口にて十分にご確認ください。 

８．本サービスを全く利用していない未使用ポイントの返金は、第２項各号に該当する

場合を除き行いません。 

 

 

第４章 本サービス提供の停止および終了 

 

第２１条 （本サービスの一時停止） 

１．当社は以下の場合、予告なく本サービスを一時的に停止することができるものとします。 

（１）天災事変、停電その他の当社の責に帰せざる事由により、本サービスに障害等が

発生したとき 

（２）関連事業者が保有する電気通信設備等の障害、停止、その他の事由によって本サ

ービスに関するネットワーク運営に影響が生じたとき 

（３）当社が設置する電気通信設備の障害等が生じたとき 

２．当社は当社のネットワーク運営に影響を与える施設の電気通信設備の保守または工事

が行われる場合、可能な限り事前に契約者へ通知することにより本サービスを一時的

に停止することができます。 

３．当社はセキュリティやパフォーマンスの向上または監視に伴うメンテナンス作業のた

め、可能な限り事前に通知することにより本サービスを一時的に停止することができ

ます。 

４．当社は契約者が利用料金を本約款に定める期日までに支払わなかった場合、 本サービ

スの提供を一時的に停止することができます。 

５．当社は契約者の行為もしくは第三者が不正アクセスにより契約者になりすまして行っ

た行為が第１３条 （本サービスの利用制限）の規定に該当する場合またはそのおそれ
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があると当社が判断した場合、事前に通知することなく契約者に対し、本サービスの提

供を一時的に停止することができます。この場合においても、契約者は停止期間中の料

金を支払わなければなりません。 

 

第２２条 （公的機関からの照会等に関する措置） 

１．当社は、裁判所、行政機関、監督官庁その他公的機関から、法令に基づき契約者の登録

情報、通信履歴、または本サービスの利用状況等に関する照会または要請を受けた場合、

当該照会の理由や内容の如何を問わず、当社の判断により、事前の通知なく当該契約者

のアカウントおよび SUBLINE 番号の利用を一時的に停止することができるものとし

ます。 

２．当社は、前項に基づく利用停止措置を実施した場合であっても、当該照会または要請の

性質、法令に基づく守秘義務、または公的機関からの指示等により、契約者に対して当

該措置の理由および照会の事実を開示しないことができるものとします。契約者は、当

社が理由を開示しないことについて異議を申し立てることはできません。 

３．第 1 項に基づく利用停止期間中においても、基本料、番号利用料その他プランに応じ

た月額利用料は発生するものとし、契約者はその支払義務を免れません。ただし、当社

が特に認めた場合はこの限りではありません。 

４．当社は、第 1 項の照会または要請により、契約者が第１３条（本サービスの利用制限）

に該当する行為を行っている、または行うおそれが高いと判断した場合、第２５条（当

社による解約）に基づき、直ちに利用契約を解除することができるものとします。 

５．契約者は、本条に基づく利用停止期間中であっても、当社所定の手続きに従って利用契

約の解約を行うことができます。ただし、契約者が解約を行った場合でも、当社は公的

機関の要請または法令の定めに従い、必要な範囲で契約者に関する情報を保持し続け

ることがあります。 

６．当社は、本条に基づき当社が行った措置に起因して契約者に生じた損害について、一切

の責任を負いません。 

 

第２３条 （契約者による解約） 

１．契約者はＳＵＢＬＩＮＥ管理画面から、いつでも利用契約を解約することができます。

ただし、解約する時点で未払いの料金が存在する場合、契約者は直ちにその全額を支払

わなければなりません。また、０ＡＢＪ番号の利用に関して、第９条（０ＡＢＪ番号の

利用に関する特則）第７項に定める最低利用期間中に解約等を行う場合は、同条に定め

る違約金が発生するものとします。 
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２．当社は前項の場合において、既に受領した料金やポイントを返金はしないものとします。 

 

第２４条（解約時のＳＵＢＬＩＮＥ番号公開情報の削除義務） 

１．契約者は本サービスを解約する際、自身のウェブサイト、名刺、パンフレット、その他

印刷物、SNS、オンラインディレクトリ等、あらゆる媒体で公開しているＳＵＢＬＩＮ

Ｅ番号を、解約手続きの完了までに、全て削除するか、または他の連絡先に差し替える

義務を負うものとします。 

２．契約者が前項の義務を履行しないことにより生じた一切の損害（第三者からの問い合わ

せ、苦情、またはＳＵＢＬＩＮＥ番号の不適切な利用に関する問題等を含むがこれらに

限られない）については、契約者が全ての責任を負うものとし、当社は一切の責任を負

いません。 

３．当社は、契約者が本条第 1 項の義務を履行しない場合、必要に応じて、契約者に対し当

該公開情報の削除または修正を求めることができるものとします。 

 

第２５条 （当社による解約） 

当社は契約者が以下の各号に該当する場合、直ちに本サービスの利用を停止し、契約者か

ら受領した料金やポイントを一切返金することなく、利用契約の一部または全部を解約す

ることができます  

（１）契約者の登録情報の全部または一部に虚偽、誤記または記載漏れがあると当社が

判断した場合 

（２）料金の支払いが遅延した場合、または本サービスの利用に必要なポイント残高が

不足した状態が解消されず 15 日間経過した場合（当社は、当該期間の経過をも

って、契約者への事前の通知・催告を行うことなく直ちに利用契約を解除するこ

とができるものとします。） 

（３）破産その他の倒産手続き等の申立てを受け、または契約者自らこれらを申し立て

た場合 

（４）第１３条 （本サービスの利用制限）の規定、その他この規約の定める一切の義

務に違反した場合 

（５）公的機関が本サービスを用いた犯罪行為等を防止する目的で、当社に対し、契約

者の利用停止の措置を要請し、かつ当社がその要請が正当であると判断した場

合 

（６）前各号の他、当社が契約者として不適当と判断した場合 
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第５章 本情報の管理および使用 

 

第２６条 （保管情報の取り扱い） 

１．当社は保管情報に関して、関係法令に基づく開示請求があった場合、当社の判断により

開示に応じることがあります。ただし、当社は開示の事実を可能な範囲で契約者に通知

します。 

２．当社は障害解消またはセキュリティ確保等、本サービスの運営に必要と判断した場合に

限り、保管情報を閲覧、改変または削除することができます。この場合、当社は可能な

限り事前または事後に契約者に通知します。 

３．当社は保管情報の紛失、破壊、改ざんまたは漏洩等が発生した場合、速やかに以下の措

置を講じます。 

（１）当社の責に帰すべき事由による場合 

① 事実関係を確認のうえ、速やかに契約者へ通知します。 

② 漏えい等の対象に個人情報が含まれる場合であって、個人情報保護法その

他の法令に基づく報告または本人への通知が必要となるときは、当該法令

に従い、個人情報保護委員会への報告および本人への通知その他必要な措

置を講じます。 

③ 技術的に可能な範囲で保管情報の復元に努めます。 

（２）契約者の責に帰すべき事由または不可抗力による場合 

当社は、保管情報の復元義務およびこれに起因して契約者に生じた損害につい

ての賠償責任を負いません。 

４．前項（１）の場合を除き、当社の損害賠償責任は第３３条（当社の責任の範囲）の定め

る上限の範囲内とします。 

５．契約者は保管情報の保護のため、自らの責任において定期的にバックアップを行うもの

とします。 

６．当社は利用契約の終了後、合理的な期間（原則１２０日）内に保管情報を削除します。

ただし、法令に基づき保存が義務付けられる情報についてはこの限りではありません。 

 

第２７条 （登録情報の取り扱い） 

１．当社は当社が別途規定するプライバシーポリシーにしたがって登録情報を含む個人情
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報を使用することができます。 

２．当社はサポートの一環として、新サービスの紹介、手続方法の変更その他契約者にとっ

て有益と判断した情報を記載した電子メールおよび郵便物等を契約者に送付すること

ができます。ただし、契約者は当社が定める手続に従って申し出ることにより、電子メ

ールおよび郵便物等の送付を停止することができます。 

３．契約者はその商号、担当者名、住所、電話番号または電子メールアドレスその他の登録

情報に変更があったときは当社に対し、当社の定める方法により速やかにその旨を届

け出なければなりません。当該届出が到達し、かつ当社が変更の事実を確認するまでの

間、当社は当該変更がないものとして本サービスを提供します。 

４．前項の届出がないまま、申込時に登録された連絡先への連絡が取れないことによって生

じた損害に対して当社は一切の責任を負いません。 

５．当社は登録情報を本サービスの履行のために知る必要のある従業員等および委託先以

外には開示しません。また、当社は、登録情報を開示する場合、従業員等および委託先

に対し、この利用約款の規定を遵守させます。 

６．当社は本サービスの履行に必要な範囲を超えて、契約者の事前の承諾なしに個人情報を

収集、複写、複製、利用および加工しません。当社は契約者の承諾を得て収集、複写、

複製、利用および加工したものについても、この利用約款上の個人情報として取り扱い

ます。 

７．当社は、第２５条（当社による解約）に基づき利用契約が解除された場合、または料金

未払い等の債務不履行が存在する場合、当該契約者の再加入の審査、不正利用の防止お

よびサービスの適正な運営を目的として、解約後も当該契約者の氏名、住所、電話番号、

決済情報（クレジットカード情報等を含む）および不払い等の事実に関する情報を、必

要な期間保有し利用することができるものとします。なお、当該情報は当社の内部基準

に基づく審査にのみ利用し、法令に基づく場合を除き、第三者（信用情報機関等）への

提供は行いません。 

 

第２８条 （契約者情報の開示および本人確認） 

１．当社は、契約者に係る個人情報、契約内容、利用明細、通話履歴、請求情報、支払状況、

ポイント残高その他契約者固有の情報（以下、総称して「契約者情報等」といいます。）

については、法令に基づく場合または第２２条（公的機関からの照会等に関する措置）

に定める場合を除き、原則として契約者本人からの請求があった場合に限り開示する

ものとします。 
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２．前項の開示請求にあたり、当社は、電気通信事業者法に基づく通信の秘密の保護、およ

び携帯電話不正利用防止法等の趣旨に鑑み、当該請求者が契約者本人であることを厳

格に確認するため、当社所定の方法（公的証明書の提出、登録メールアドレスを用いた

認証、または二要素認証等を含みますがこれらに限られません。）による本人確認手続

を求めることができるものとします。 

３．前項の本人確認が完了しない場合、または提出された書類等に不備や疑義がある場合、

当社は契約者情報等の全部または一部の開示を行わないことができるものとします。 

４．当社は、本人確認の結果、契約者本人であることが合理的に確認できないと判断した場

合、または第三者によるなりすましの疑いがあると判断した場合、開示請求を拒否しま

す。 

５．契約者情報等の開示は、書面の郵送、登録メールアドレスへの送信、または管理画面へ

の表示等、当社が適切と認める方法により行うものとし、電話による口頭回答その他当

社が本人確認および情報の安全管理上不適切と判断する方法での開示は行いません。 

６．本条に基づき当社が合理的に行った本人確認措置および開示制限、または開示の遅滞に

より契約者に損害が生じた場合であっても、当社は一切の責任を負わないものとしま

す。 

 

第２９条（本人確認記録の保存） 

１．当社は、本サービスの提供に関する契約が終了した日から 3 年間、犯罪収益移転防止

法その他の法令に基づき、契約者の本人確認記録を保存するものとします。 

２．前項の本人確認記録には、契約者の氏名、住所、生年月日、本人確認書類の種類および

番号、本人確認を行った方法、その他法令で定める事項が含まれます。 

３．当社は、保存期間満了後、法令の定めに従い、当該本人確認記録を適切に廃棄または消

去します。ただし、法令上の義務がある場合や、当社が必要と認める場合は、この期間

を延長することがあります。 

 

 

第６章 技術的制限 

 

第３０条 （高負荷） 

１．当社は高負荷により対象設備の運用に著しい影響が生じると判断した場合、事前に通知
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することなく、本サービスの一部または全部の利用を一時的に停止することができま

す。 

２．前項において契約者に原因があるために生じた高負荷により本サービスが一時的に停

止された場合、契約者は直ちに以下の対策のいずれかをとらなければなりません。 

（１）本サービスの利用を継続する場合、高負荷の原因を取り除く。その際、当社に作

業が発生した場合にはその費用は契約者が負担する。 

（２）利用契約を解約する場合、第２３条 （契約者による解約）第２項を準用する。 

３．契約者は対象設備に対し、継続的に高負荷をかけている（例えば、当社のサービスを利

用している他の契約者と比べて著しく負荷が高いとき）と当社に判断され、その旨の通

知を受けた場合、当社の指示に従い、前項と同様の対応をしなければなりません。 

 

第３１条 （保守の範囲） 

１．本サービスは当社の定める基準において正常に動作することを保証するものとし、すべ

ての負荷等に対して正常に動作することまでは保証しないものとします。 

２．当社は対象設備について、前項の基準のもとで正常に動作させるため、２４時間３６５

日にわたり保守管理を行い、善良なる管理者の注意義務をもって管理します。 

３．当社は予見できない対象設備の停止等の問題が生じたことにより本サービスが停止し

た場合、本サービスを可及的速やかに復旧させるよう努めます。 

 

 

第７章 免責 

 

第３２条 （免責） 

１．当社は次の各号に掲げる事由について、当社の故意または重大な過失による場合を除き、

契約者に対して損害賠償責任を負いません。 

（１）契約者と第三者との間の、本サービスのアプリケーション等に関連した一切の契

約および紛争 

（２）本サービスの提供中および終了後を問わず生じた本情報の紛失、破壊、改ざんま

たは漏洩等による損失・損害（ただし、当社に帰責すべき事由がある場合は第２

６条に従う） 

（３）天災、停電、戦争、感染症その他の不可抗力、または関連事業者が保有する電気
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通信設備もしくはサービス等の障害・停止その他当社の責に帰さない事由によ

る本サービスの停止・遅延 

（４）対象設備の部品の摩耗もしくは障害、または定期もしくは緊急のメンテナンス・

セキュリティチェック作業等によるサーバー等の停止により生じた損失・損害 

（５）第２１条（本サービスの一時停止）に基づく本サービスの停止によって生じた損

失・損害 

（６）第３１条（保守の範囲）に定める状況が生じた場合に起きた保管情報の損失・損

害 

（７）第２３条（契約者による解約）および第２５条（当社による解約）による解約に

よって生じた損失・損害 

（８）契約者が当社の提供した情報に基づいて行動した結果生じた損失・損害 

（９）他の契約者の行為または当社以外の第三者による不正な行為により生じた損失・

損害 

（１０）当社が提供していない外部サービス・ソフトウェアその他のプログラム等の利

用によって生じた損失・損害 

（１１）当社の都合により本サービスの内容の一部または全部を変更したことによっ

て生じた損失・損害（第２条および第３９条に基づく所定の通知を行った場合を

含む） 

（１２）第２７条第２項に基づき、契約者が当社からの電子メールおよび郵便物等の送

付停止を申し出て、これらの受信・受領を拒否したことにより生じた損失・損害 

（１３）コンピュータウイルス、サイバー攻撃、セキュリティの欠陥その他様々な技術

的原因により、本サービスが相当の期間にわたり利用できなくなった場合の損

失・損害 

（１４）前各号の他、当社の故意または重大な過失によらない本サービスの利用中に生

じた一切の損失・損害 

２．当社は本サービスおよび本サービスに関するウェブサイトの完全性、正確性、確実性、

有用性等について、いかなる保証も行いません。契約者はこれを理解し、自らの責任に

おいて本サービスおよび本サービスに関するウェブサイトを利用するものとします。 

３．契約者はコンピュータウイルス、サイバー攻撃、セキュリティの欠陥その他様々な原因

により、本サービスが相当の期間にわたり利用できない場合があることを了承するも

のとします。 

４．当社は本サービスを契約者に提供するために当社が利用する関連事業者における設備
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またはサービス等の不具合その他の事由により、契約者が本サービスを適切に利用で

きなくなった場合であっても、これにより契約者に生じた損害について一切の責任を

負いません。 

５．前各項の規定は消費者契約法その他の強行法規が適用される場合には、当該法規の定め

る範囲においてのみ有効となります。 

 

第３３条 （当社の責任の範囲） 

１．前条によってもなお当社が責任を負う場合、その賠償対象は直接かつ通常生じる損害に

限るものとし、損害賠償額の上限は契約者が直近１ヶ月間に支払った利用料金の合計

額とします。逸失利益・間接損害・特別損害・結果的損害については、一切賠償責任を

負いません。 

２．前項にかかわらず、当社の故意または重大な過失により損害が生じた場合、直接かつ通

常生じる損害については上限１億円として賠償します。ただし、逸失利益・間接損害・

特別損害・結果的損害についてはこの場合においても賠償責任を負いません。 

 

 

第８章 その他 

 

第３４条 （反社会的勢力の排除） 

１．契約者は当社に対し次の各号の事項を確約し、本サービスの利用期間中維持するものと

します。 

（１）自らが暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成

（以下総称して「反社会的勢力」という）ではないこと。 

（２）自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう）

が反社会的勢力ではないこと。 

（３）反社会的勢力に自己の名義を利用させこの利用約款を締結するものでないこと。 

（４）本サービスの引渡し及び売買代金の全額の支払いのいずれもが終了するまでの

間に自ら又は第三者を利用してこの利用約款に関して次の行為をしないこと。 

（ア）当社または第三者に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為。 

（イ）偽計又は威力を用いて当社の業務を妨害又は信用を毀損する行為。 

２．契約者は次のいずれかに該当した場合には当社は何ら催告を要せずしてこの利用約款
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に定めるサービスの停止と解除を何らの賠償義務及び補償義務を負わずに解除するこ

とができます。 

（１）本条第１項（１）又は（２）の確約に反する申告をしたことが判明した場合。 

（２）本条第１項（３）の確約に反し契約をしたことが判明した場合。 

（３）本条第１項（４）の確約に反した行為をした場合。 

 

第３５条 （秘密情報の定義について） 

当社がいう秘密情報とは有効期間中利用契約の履行に関連して互いに開示される技術上

または営業上の情報であって次の各号に該当するものをいいます。（公知の情報を除く。） 

（１）秘密である旨を明示された技術資料、図面、その他関係資料等の有体物により開

示される情報。 

（２）秘密である旨を告知されたうえで口頭、その他無体物により開示された情報。た

だし、口頭にて開示された情報については開示者が開示後１５日以内に開示内

容を文書にしたうえで被開示者に渡したものをいいます。 

（３）秘密情報には機密情報及び個人情報を含むものとします。 

 

第３６条 （秘密保持事項の保持について） 

１．当社または契約者は本サービスを利用する上で開示される秘密情報を第三者に対して

開示または漏洩しません。ただし、相手方から事前の書面による承諾を得たうえで開示

する場合および法令の定めるところにより開示を求められた場合はこの限りではない

ものとします。 

２．当社および契約者は電子メールを信書として取り扱い双方はこれを法律の定め又は手

続に拠らずして内容をみだりに第三者にこれを開示することをしてはいけません。 

３．当社または契約者は法令の定めるところにより開示を求められた場合それが任意であ

るときには事前に相手方に対して開示の是非について確認するものとし、義務である

ときには開示した事実およびその内容を通知するものとします。 

４．当社および契約者は本条に定める秘密保持義務を遵守するため善良な管理者の注意を

もって秘密情報を管理するものとします。 

５．当社は本サービスの提供にあたり合理的に必要な範囲内で秘密情報を複製することが

できるものとします。 

６．当社は本サービスの提供にあたり必要な範囲内で当社の責任により業務委託をするこ

とができるものとします。ただしその委託の範囲において第三者に秘密情報を利用ま

たは取り扱わせる場合は当社と同様の義務を負わせるものとし当社がその管理責任を
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とるものとします。 

７．契約者は本サービスを利用することにより知りえた機密情報について目的外の使用を

しないものとします。また契約者が情報を開示する場合においてはその目的と範囲を

限定し当社の許可を得た上で開示するものとします。 

 

第３７条 （秘密情報の廃棄） 

契約者は当社より秘密情報の廃棄請求があった場合にはその秘密情報およびその複製物

を廃棄するものとします。 

 

第３８条 （当社の知的財産権） 

１．契約者は本サービスに関連する当社または第三者の一切の商標、商号または標章等（以

下「当社の商標等」といいます）について当社または第三者が排他的な権利を有するこ

とを理解するものとし、事前の書面による承諾なく当社の商標等を使用してはなりま

せん。 

２．契約者は当社が指定する当社の商標等を広告および販売促進の用途においても当社が

書面により承諾をした場合を除き利用することができないものとします。 

３．契約者は当社または第三者の権利を損なうような商標の使用等の行為を行ってはなり

ません。 

４．この利用約款は当社の商標等について何らかの許諾を行うものとは解釈されません。 

５．別途明示しない限り、本サービスに関連する文章、イメージその他一切の著作物等の著

作権は当社または第三者に帰属するものとし、契約者は私的利用を除いて当社の書面

による同意なしに複写、複製、送信または改変その他当社または第三者の著作権を侵害

する行為等を行ってはなりません。 

６．契約者が本サービスに関して当社に対し、情報提供、コメントその他の提案（以下「フ

ィードバック」といいます。）を行った場合、契約者は当社に対し、当該フィードバッ

クに係る著作権その他の知的財産権を無償で譲渡することに同意するものとします。

また、契約者は当社および当社が許諾する第三者に対して、著作者人格権を行使しない

ものとします。なお、当社はフィードバックの利用に際し、契約者の個人情報を特定で

きる形で公開しません。 

７．契約者は利用契約期間中および解約後も本サービスについて、当社またはその顧客もし

くは関係会社等に対し、特許侵害その他知的財産権の侵害を申し立て、もしくはその権

限を第三者に与え、または第三者をもって申し立てを行ってはなりません。 
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第３９条 （本サービスの変更及び廃止） 

１．当社は合理的期間内に当社が定める方法で告知することにより、本サービスの全部また

は一部を変更または廃止することができます。当社はこれにより契約者に生じた損害

について一切の責任を負いません。 

２．契約者は前項の変更後も引き続き本サービスを利用した場合、変更後の内容に従って本

サービスを利用することについて同意したものとみなします。なお、契約者は本サービ

スの変更の有無およびその内容を知るために当社ウェブサイト等を定期的に確認する

ものとします。 

 

第４０条 （契約者の地位の承継） 

契約者の合併その他の組織再編（破産の原因たる事実が生じるおそれがあること、事業の

継続に支障をきたすことなく弁済期にある債務を弁済することができないこと等の事由に

よる合併その他の組織再編を含みます）により契約者の本約款に基づく地位が他の法人に

承継されたとき、当該他の法人は当社に対し速やかにその旨を申し出なければなりません。 

 

第４１条 （準拠法） 

この利用約款は日本法に準拠し、日本国法に従って解釈されるものとします。 

 

第４２条 （裁判管轄） 

本サービスの利用に関わる紛争については当社営業所在地の地方裁判所を第一審の専属

的合意管轄裁判所とします。 

 

第４３条 （完全合意） 

この約款は本サービス利用契約締結以前の、または利用契約と同時に存在する書面また

は口頭による契約者と当社の間の一切の通知、連絡または合意等に優先し、この約款の規定

と異なる条件またはその他の規定にも拘束されません。 

 

 

 

2017年 12月 01日   制定 

2018年 07月 02日 一部改定 

2018年 10月 22日 一部改定 

2019年 08月 01日 一部改定 
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2021年 08月 26日 一部改定 

2024 年 10月 29日  一部改定 

2025 年 05月 29日  一部改定 

2025 年 08月 21日  一部改定 

2026年 03月 01日 一部改定 

2026年 08月 01日 一部改定 




